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I　まえがき
　昭和62年6月30日，大蔵省企業会計審議会は，証券取引法に基づく有価証券
報告書等の作成者側（有価証券報告書提出会杜のうちの連結財務諸表提出会杜）
および同利用考側（金融機関，保険会杜，証券会杜，投資顧間会杜，研究機関
等）の双方に対して，「セグメソト情報に関するアンケート調査票（以下，rア
ソケート」という）」を送付した。
　これは，昭和61年10月31日付で公表された第一都会小委員会中間報告r証券
敢引法に基づくディスク肩一ジャー制度におげる財務情報の充実について（以
下，r中間報告」という）」において取り上げられた事項のうち，rセグメント
情報の充実」をはかるためにその先駆的な作業として行われたものである。
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「アンケート」の回収期隈は昭和62年7月31目となっており，この調査結果に
基づき企業会計審議会は，今秋以降，セグメント情報開示の充実問題について
実質的な審議に入ることとされている。
　筆老は，上記の審議会においてセグメント情報の開示問題に関する審議に参
画L，またrアンケート」の実施に関与する機会を与えられたので，これを契
機に，本稿では，日米におげるセグメント会計の現状を分析し，つづいてわが
国における今後の課題（とくに，セグメンテーショソをめぐる諸問題）につい
て検討することにする。なお，末尾に今回のrアンケート」の概要（資料）を
掲載し本稿の補足とする。
I　セグメント会計の意義
　最近，わカ潤の企業は事業活動の多角化，国際化への戦略を積極的に推し進
めてきてい飢すなわち，企業が本来の主たる事業活動と異なる事業活動を営
む企業を合併・買収（M＆A）したり，また主たる事業活動の関連事業に進出
して多角化経営を行うことにより，さらには事業活動の海外進出または多国籍
化をはかることにより，多角化経営企業および多国籍企業またはグローバル企
業がますます増加する傾向にある。｛1〕
　このように，わが国の企業は国内においても海外においても成長性，収益性，
リスク等を異にする事業活動を営む傾向にあるが，現行の外部財務報告制度の
もとでは事業活動を総合した全杜的な業績結果にすぎない財務情報しか公表さ
れていたい。したがって，投資考，債権者等の外部情報利用者は，企業が営む
事業活動のうち，いかなる種類のまたはいかなる地域での事業活動の業績が良
好であり，逆にいかたる種類のまたはいかなる地域での事業活動の業績が不振
であるのかといった事業の種類別，地域別等の財務情報を入手することが出来
ない。そこで，成長性，収益性，リスク等を異にする事業活動について，これ
を種類別，地域別等のセグメントに区分し，かかるセグメソトに区分された売
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For　the　years　ellded　D㏄ember31（In　millions）
R07G血1108　（sales　plus　other　income）
　　Consumer　products
　　“征ajoI＝apPliances
　　Industrial
　　Power　systems
　　Aircraft　engines
　　Materials
　　Technica1products　and　services
　Financial　services
　　Natural　resources
　Corporate　items　and　eliminations
　　　Total
Noい8mi皿g8
　Consumer　products
　　Major　apPliances
　Industria1
　Power　systems
　Aircraft　engines
　　“πaterials
　Technical　pmducts　and　services
　Financial　services
Genera1E1eccric　Company
and　consolidated　a箭1iates
1985　　　　　　　1984　　　　　　　1983　　　　　　　1982
＄3．569
　　　3．617
　　　4．571
　　　5．552
　　　4．712
　　　2．459
　　　5．197
　　　　499
　　　　（904）
＄3．858
　　　3．650
　　　4．274
　　　6．010
　　　3．835
　　　2．241
　　4．803
　　　　448
　　　　609
　　　（792）
＄3，．741
　　　3．078
　　　4．228
　　5．878
　　3．495
　　2．060
　　3．823
　　　　397
　　　1，579
　　　（598）
＄　29，272　　　＄　28，936　　　＄　27，681
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　　6．093
　　　3．140
　　　1．791
　　3．546
　　　　286
　　　1，575
　　　（638）
1981
＄4．202
　　　3．132
　　　5．364
　　6，O15
　　　2．950
　　　2．050
　　　3，O05
　　　　239
　　　1，722
　　　（825）
＄　27，192　　　＄　27，854
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01，omti皿g　Pro砒
F01＝the　years　endedDecember31
1985 1984 1983 1985　　　　　19841983 1985 1984 1983
Consumer　products
Major　apPliances
Industria1
Power　systems
Aircraft　engines
Materials
Teclmica1products　and　services
Financial　services
Natural　resources
　　Total　segment　operating　Pro趾
Interest　and　inancial　charges
Unusual　items
Corporate　items　and　eliminations
　　Tota1
＄3．452
　　3．617
　　4．004
　　5．373
　　4．625
　　2．347
　　4．994
　　　499
　　　361
＄3．732
　　3．650
　　3．935
　　5．797
　　3．731
　　2．117
　　4．578
　　　448
　　　609
　　　339
＄3．650
　　3．078
　　3．880
　　5．686
　　3．435
　　1．964
　　3．759
　　　397
　　1．579
　　　253
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225
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Consumer　products
Major　apPliances
Industrial
Power　systems
Aircraft　engines
Materials
Technical　products　and　services
Financial　services
Natura11＝esources
Corporateitems　and　eliminations
　　Tota1
As目ets
At　December31
1985　　　　1984　　　　1983
＄2．287
　　1．401
　　2．652
　　3．454
　　3．950
　　3．876
　2．777
　　2．748
　　3，287
＄2．340
　　1．370
　　2．670
　　3．689
　　3．317
　　3．094
　　2．778
　　2．312
　　　　256
　　2，904
＄2．273
　　1．030
　　2．569
　　3．242
　　2．523
　　2．605
　　2．052
　　1．929
　　2．007
　　3，058
＄26，432　　＄24，730　　＄23，288
Pmperty，P1amtamd則皿ipmemt
For　the　years　ended　December31
Additions Depreciation，dep1etion　　　and　amottization
　　　1985　　　　1984　　　　1983　　　　　1985　　　　1984
＄　　179　＄　　269　＄　　222　　＄　　129　＄　　141
　　　　146　　　　　111　　　　　　80　　　　　　　78　　　　　　75
　　　　204　　　　　264　　　　　228　　　　　　163　　　　　151
　　　　146　　　　　243　　　　　252　　　　　　166　　　　　179
　　　　333　　　　　356　　　　　218　　　　　　161　　　　　136
　　　　649　　　　　772　　　　　342　　　　　　244　　　　　207
　　　　289　　　　　340　　　　　216　　　　　　236　　　　　166
　　　　　＿　　　　　　14　　　　　　64　　　　　　＿　　　　　　11
　　　　92　　　　　119　　　　　　99　　　　　　　49　　　　　　34
＄　 ，038　　＄　2，488　　＄　1，721　　＄　1，226　　＄　1，100
1983
19
68
8
1 3
129
2 3
24
67
43
＄1，084
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United　States
Far　East　including　Australia
Other　areas　of　the　world
ReVe皿1108
For　the　years　endedDecember31
Total　revenues
1985
InterSegn－ent　SaleS
1984　　　　1983　　　　　1985　　　　1984　　　　1983
＄26，831　　＄25，968　　＄23，513　　　＄　　　671　　＄
　　　＿　　　　1．017　　　1，603　　　　　　＿
　3．650　　　3．330　　　3．826　　　　　　538
Exte1＝nal　sa1es　and　otherinCOme
1985　　　　　1984　　　　　1983
680　　＄　　　590　　　＄26，160　　＄25，288　　＄22．923
440　　　　　430　　　　　　　＿　　　　　577　　　　1．173
2 9　　　　　241　　　　3．112　　　3．071　　　3，585
NMべ
Intracompany　eliminations
　　Total
（1，209）（1，379）（1，261）（1，209）　　（1，379）
ωM ＄29，272＄ 8，936　　＄27，681＄　　一　＄　　一
（1，261）　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…■　　　　　　　　　　　　　N＄　一　＄29，272＄28，936＄27，681　轟
Not　o趾皿i皿g8
For　the　years　endedDecember31
As舵t目
At　December31
1985　　　　1984　　　　19831985　　　　19841983
United　States
Far　East　including　Australia
Other　areas　of　the　worId
Intracompany　eliminations
　　Tota1
＄2．229
　　　　101
　　　　　6
＄2．061
　　　　150
　　　　59
　　　　10
＄2，336＄2，280
＄1．667
　　　　278
　　　　80
　　　　　（1）
＄22．733
　　3，809
　　　（110）
＄20．880
　　　681
　　3，290
　　　（121）
＄18．105
　　1．458
　　3，864
　　　（139）
＄2，024＄26，432　　＄24，730＄23，288
U　S．o唖orto　to眺te正皿31c皿8tome胴
（In　millions）
1985　　　　1984　　　　1983
Europe
Paci自c　basin
Americas
Middle　East　and　Africa
Other　areas
　　Tota1
＄1．215
　　　965
　　　502
　　　533
　　　　134
　　950
1．125
　　603
　　437
　　140
＄1．191
　　1．045
　　　648
　　　619
　　　　136
＄3，349＄　3，255　　＄　3，639
（出所） o3閉8“囮1E1邊o〃北Co榊φ囮蜆ツノユ蜆蜆閉砲1沢僅力o〃1985．
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上高，営業損益その他の財務情報（以下，rセグメント情報」という）を開示
するセグメソト会計の必要性がわが国でも強く求められるようになってきてい
る。
　他方，アメリカ，イギリス，カナダ，オーストラリアの諸外国では，すでに，
セグメソト情報の開示が連結財務諸表を補足する情報とLて制度化されてい
る。とくに，アメリカでは，資金調達が証券市場を通じて行われることが多い
ために，第1表にみるような産業別，地域別の損益情報をはじめとするセグメ
ント情報の開示が会計実務慣行として企業に定着している。また，アメリカ企
業のセグメント情報開示の慣行は，このような会計慣行がいまだ実務に根づい
ていないわが国企業に比べると雲泥の差があるぱかりではなく，国際的にも高
く評価されている。②
皿　セグメント会計の現状
現行の証取法ディスクロージャー制度におけるセグメント情報の開示規定は，
大別して，二つある。第一は，「有価証券の募集又は売出しの届出等に関する
省令」（第2号様式（有価証券届出者の作成様式）または第3号様式および第
4号様式（有価証券報告書の作成様式）の記載上の注意r（ク）営業の概況」（第2
号様式）またはrω営業の状況」（第3号様式および第4号様式））において，
製品の品目別販売実績ならびに主要製品の輸出状況，総販売実績に対する輸出
割合および主要な輸出先または地域を有価証券報告書等で開示するよう要求し
ているものである（第2表の1）。第二は，「財務諸表等規則」（第71条）およ
びr同取扱要領」（第140）たらびにr連結財務諸表等規則」（第50条）および
「同取扱要領」（第69，第70）において，企業が二以上の種類の事業を営んで
いる場合には，個別財務諸表および連結財務諸表において事業の種類別の売上
高，売上原価，営業損益等を開示することができるとしているものである（第
2表の2および3）。
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第2表証取法ディスクロジャー制度のもとでのセグメント情報の開示規定
1　〈有価証券の募集又は売出Lの届出等に関する省令（第3号および第4号様式
　「営業の状況」記載上の注意）〉
（5）販売実績
（b）最近2事業年度の年度別（月平均を含む。）及びその後記述できる月（月別
　の記載を要しないが，計及び月平均を示す。）までの間におげる製品の品目
　別（比較的ウニイトの低いものは童とめて記載してもよい。）販売実績（数量
　及び金額）を示すこと。
（・）製品の販売実績のうちに輸出が相当部分を占める場合には，主要輸出製品
　の輸出状況を示し，総販売実綾に対する輸出の割合及び主要な輸出先国又は
　地域について説明すること。
2　＜財務諸表等規則〉
（兼業会社の売上高等の記載方法）
第71条二以上の種類の事業を営む場合における売上高及び売上原価に関する記
　載は，事業の種類ごとに区分してすることができる。
第140規則第71条の規定による事業の種類は，おおむね昭和26年政令第127号に
　基づく「日本標準産業分類」におげる中分類によるものとする。
3　〈連結財務諸表等規則〉
（売上局等の事業別記載）
規則第50条　連結会杜が2以上の異なる種類の事業を営んでいる場合には，前条
　第一号から第三号までに掲げる蚊益又は費用に関する言己載は事業の種類ごとは
　区分して行うことができる。
　要領第69規則第50条の規定は，連結会杜が営む事業のうちに，その種類，内
　　容カミ著しく異なる2以上の事業があり，それらの事業に係る規則第49条第一
　　号から第三号までに相当する収益及び費用を同一の区分に記載することが困
　　難な場合又は同一の区分に記載すると著しく明瞭性を害することとなる場合
　　に適用するものとす㍍ただし，これらの事業がない場合においても，事業
　　の種類ごとに区分して記載することがより明瞭表示になると認められるとき
　　は同条の規定を適用することを妨げない。
　要領第70規則第50条の規定により，規則第49条第一号から第三号までに相当
　　する蚊益及び費用を事業の種類ごとに区分Lて記載する場合は，それぞれ，
　　例えぱ何業営業収益及び何業営業費用のような区分の名称を付して，当該収」
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益及び費用に係る事業の種類が明確に判別されるように記載するものとす
る。
　しかL，前者の規定のもとでは，製品の晟目別販売実績（売上高）に対する
売上原価，営業損益等その他のセグメント情報の開示は要求されていないため
に，セグメント別の成長性の把握はともかく収益性およびリスクの程度を把握
することは困難であると思われる。また，有価証券報告書で開示されている製
品の品目別販売実績のセグメンテーションの基準等について実態分析を行って
みたところ，主として事業部，製造部門等いわゆる事業単位に基づいて行われ
ているケースが多い。しかし，セグメンテーションの基準等が法律等で統一さ
れておらず経営者の判断に委ねられていることが多いために，製品の品目別販
売実績の期問比較はともかく，同業他杜との企業間比較にはあまり役立ちそう
にもないと言わざるを得ないであろう。さらに，有価証券報告書におげる開示
例（第3表の1および2）からも明らかなように，前老の規定のもとで開示さ
れる情報は，部門別，品目別の営業収益および主要製品の輸出状況に関する情
報であるので，財務会計基準審議会（Financia1AccountingStandards　Board，
以下「FASB」という）・SFAS第14号r営利企業のセグメント別財務報告
（Financia1Reporting　for　Segment　of　Business　Enterprises）」において
要求されている内容の産業別セグメソトおよび地域別セグメントに関する情報
ではない（後掲の第8表参照）。
　次に，後者のr財務諸表等規則」等に基づく開示状況について言えぱ，任意
開示規定であるためか，個別財務諸表においてセグメント別の売上高および売
上原価の開示を行っているのは，例えぱ武蔵野映画劇場株式会杜のように（第
4表参照），ごくわずかの企業にすぎない。しかも，連結財務諸表べ一スでセ
グメソト情報を自主的に開示している企業は，筆者の知るかぎり，皆無である
という現状にある（注）。
（注）ちなみに，商法でも，営業報告書において，営業都門が分かれている会杜にあっ
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ては，会杜の営業の経過および成果を営業部門別に開示し底けれぱならない（「計算書
類規則」第45条第2項）ことになっているが，その実態は部門別売上高の開示に止っ
ている会杜カミ大部分である（武田隆二編著r営業報告書・計算書類の総合分析と事例」
中央経済杜，昭和59年，348－349頁参照）。
　　　　　　　第3表の1　有価証券報告書における関示例一東芝
5．販　売　実　績
　（1）販　売　方　法
　　　当杜製品のうち，VT　R，カラーテレビ，音響製品，冷蔵庫，ルームエアコソ等
　　の家庭電器製品は主として各地区販売会杜に販売され，更に特約店，小売店を通じ
　　て広く一般顧客に販売されている。医用機器は東芝メディカル株式会杜から，OA
　　機器ば東芝情報機器株式会杜，テック電子株式会杜及びその他の特約店から，コー
　　ルドチニー機器は東芝設備機器株式会杜からそれぞれ販売される。また，原子力発
　　電機器，水章，発電機，電動機，変圧器，配電盤，電気機関車，計測機器，放送装
　　置，無線通信機器，汎用電子計算機，各種省力機器，半導体，電子管等の重電機器，
　　通信機器及び電子機器等は，当会杜の事業部及び全国の23支杜，支店並びに各地の
　　営業所から直接又は代理店，特約店を通じて販売される。
　　　当会杜製品の輸出は，第一国際事業部，第二国際事業部，第三国際事業部，電子
　　部品国際事業部が担当し，直接又は商杜，現地販売会杜，各国代理店を通じて受注，
　　販売している。
　　海外には，東芝アメリカ杜，東芝イソターナショナルアメリカ杜，東芝ヨーロッ
　　バ杜等25の現地販売会杜のほカ㍉世界各地に28の海外事業所を有し，輸出伸長の体
　　制を整えている。
（2〕品目別販売実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
期　　聞 第147期（呈購鶏呈華芸男）第…期（基購鶏醐）
「
製品名 計　1月平均　　　一 計 「月平均
重　　電　　機 804，300 　　　■67，025 801，732 66，811
通信機器・電子機器1・舳・1・乳…1・・乳…r 78，273
家　庭　電　器 829，570
6％1301　76ら409　　　■
63，534
合　　　　計 2，519，557 ・・㈹1榊…「 208，619
（注）1．上記金額は物品税を含み売上値引及ぴ戻り高を控除したものである。
　　2．上記販売高には第147期500，732首万円，第148期526，341百万円の商品販売高が含まれている。商晶の主
　　　汰ものには営業外注によるもの（火力発電設備の5ちポイラー，据付工事等），その他弱電機器製品のう
　　　ち当会杜の生産能力を補うために外注加工している製品等があ私
　　3．上記金額中、輸出販売高は，第147期729，551百万円（総販売高に対する割合29．O刎、第148鰍26，839
　　　百万円（同29．O％）であ乱主要翰出地域は，北米・ヨー戸ヅバ及ぴアジアである。
（出所）株式会社棄芝・有価証券報告書総覧（昭和62年3月決算）
I336
233セグメント会計の現状と課題
有価証券報告書における開示例一旭化成第3表の2
5，販売実績
当杜の製品は一部の直売りを除き，大部分は商杜を通じて販売している。
（1）製品別売上高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
区分
繊
維
部
門
主　要　製　品
アクリル繊維合　繊　長　繊　維
セルロース繊維
機　能　繊　維　他
小　　　　計
昭和60．4～61．3
　（第95期）
合計
61．568
83．081
42．607
26，097
213，353
月平均
5．131
6．923
3．550
2，工75
17，779
昭和61．4～62．3
　（第96期）
合計1月平均
52，868■
77．064
41．243
25，320
4．406
6．422
3．437
2，ユエO
ユ96，495　！　ユ6，375
17．894
13．635
6．162
85，519
1．491
1．136
　　514
7，127
123，21010，268
1．869
1．123
　　547
7，735
22．423
13．480
6．568
92，817
????????????? ．??? ．．???????
11，274135，288計、」ノ
?????
2．389
5．470
9．167
28．668
65．637
110，003
3．114
7．342
9，861
37．369
88．096
118，335
チ工
??樹?????
??? 」モソ??ェチ???「
17，026204，30820，317243，800計、』ノ
??????? ???
2，42429，0942，28727，443「旭味」そ
???
??
???
14，421173，05812，843154，116「へ一ベル」「AHSパイル」へ一ベルハウス・その他
??????
合　　　　　　　　　計 774．000　　　64．500　　　726，工65　一60， 14
（注）　当杜の製晶は多種多様にわたっており，その単位が異なるものが多いため数量の記載を省略Lているo
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（2）輸出売上高
早稲田商学第327・328合併号
区分
繊
維
部
門
化
成
品
部
門
樹樹
脂脂
．。製
コロ
ム叩
及部
び門
！バイオ・
1医薬・食
I品部門
主　要　製　品
アクリル繊維合　繊　長　繊　維
セルロース織維
機　能　繊　維　他
小　　　　計
肥料・ア系製品
硝化綿・紙製品
薬　品・そ　の　他
小　　　　言十
ポ　リ　エ　チ　レ　ソ
スチレソモノマー・　　　スチレン系樹脂
「ジエソ」その他
小　　　　計
「旭味」そ　の　他
合 計
昭和60．4～61．3
　（第95期）
金額
（百万円）
16，958
工3．523
16．702
4，183
51，366
587
948
7，510
9，045
3．426
8．494
15，782
27，702
2，053
90，166
対販売実績比率
　（％）
27，5
16，3
39．2
工6．0
24．1
2，6
14．4
8．1
6．7
9．2
9，6
13．3
11．4
7．5
11．6
昭和61．垂～62．3
　（第g6期）
金額
（百万円）
14．972
9．645
16．110
3，457
対販売実績比率
　（％）
28，3
12，5
39，1
13．7
仏184122・5
3291
1．048
5，939
1，8
17．0
6，O
7．3161・．9
λ…i臥・
6，597，
16，351
10，1
14．9
椰・・い…
1，276　－　　　4．4
1・・…1…
（注）主要輸出先は韓国，中国，米国，ソ達等であるo
（出所）　旭化成工業株式会杜・有価証券報告書総覧（昭和62年3月決算）
なお，有価証券報告書において，例えぽ日本郵船株式会杜，西武鉄道株式会
杜等のように，本来の事業とその関連事業の情報を開示している実例もある
（第5表1および2）。しかし，これらぼいずれもr財務諸表等規則」第2条に
基づき当該事業の所管官庁が制定したr海運企業財務諸表準則」（第5条ない
し第8条），r地方鉄道業会計規則」（第32条）等いわゆる特定業法に基づくも
のである。もとより，特定業法は，例えぱ「・…・・その事業の公正た利益を把握
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?、㌔???????〜??
??
（単位千剛
第4表財務諸表等規則に基づく開示例
　　損　　益　　計　　算　　書
　　第　115　期
白　昭和60年6月1日
至　昭和6ユ年5月31日
　　第　114　期
白　昭和59年6月1日
至　昭和60年5月3ユ日
百分比金百分比金
」男期
?????
科
＼ ％
100．O
72．O
28，O
2，878，792
2，073，292
805，500
768．782
69．627
315．595
679．783
560，850
484，155
25．7
686．569
57．974
162．281
199．696
527．366
439，406
1OO．02，411．155
1，790，869
620，286
741．640
72，585
ユ00．395
616．602
455．020
424．913
657．137
57．904
99．620
191．314
429，097
355，797
???????
??????? ㍑???? ??? ?? ????1・
2一
??
4。
5．
??
上　原　仙
画興行原仙
一リソグ原伽
ジャー部門原価
動産賃貸原伽
動産販売原価
食店及びその他の
　業　　原　　価
　一1：総利益
?????????売??????????皿
???
ω山O
皿　販売費及び一般管理費
1．役　貝　蝦　酬
21給料手当3．租　税　公　課
4．事　業　税　等
5．事務用品費6．賞与引当金繰入額
7．退職給与引当金繰入額
8．減仙償却費9．交際接待費10．諦　　雑　　費
　営　業　利　益
67．530
113．172
11．914
38．870
4．645
30．472
6．616
8，572
69，328 351，119
269，167
14，5
11．2
77，400
ユ32．081
20．865
44，OO0
4．929
21．032
6．672
13．282
24．058
76，931 421，250
384，250
14，7
13．3
～ω①
v常業外収益1．受　取　利　息※1
2．受取配当金3．有伽葡11券売却益
4．雑　　収　　入
78，485
28．708
5，853 113，046 4．7
42．178
4．153
2．637
2，488 51，456 1，8
Y営業外費用
1．支払利息割引料
2．雑　　損　　失
　　経　常　利　益
142，034
142，034
240，179
5．9
1O．O
169．821
3，090 172，911
262，795
6．O
9．1
（出所）武蔵野映画劇甥株式会社・有価紅券報告蓄鞘覧（昭和61年5月決算）
第5表の1　特定業法に基づく開示例一圓本郵船
ω｛
1損益計算書 （単位1千円）
＼ ＼
科　　目 ＼
決算期
＼
I海運業収益ω貨物運賃（2）貨　船　料
（3）その他海運業収益
海運業収益合計
1皿海運業費用※1
（1）運
??
2．
3．
4．
（2〕船
1．
2．
3．
4．
5．
貨
燃
港
費
物　　費
料　　費
　　　費
その他運航費
　　　　費
船　　員　　費
退職給与引当金繰入額
賞与引当金繰入額
適格退職年金拠出金
船舶消耗品費
　第g8期白　昭和59年4月1目
至　昭和60年3月31日
金　　　　額
128，439．338
92，164．209
34，O01．585
6，441，918
8，670．151
5，069．791
2，O19，OO0
138．838
1，862，773
485，037．918
63，054．454
23，477，955
571，570，327
261，047，050
比（菱）
100．O
　第g9期白　昭和60年4月1日
至　昭和61年3月31日
金
120，806．582
86，887．656
35，318．293
5，375，842
9，089．501
4，114．020
2，149．000
224．754
1，834，646
471，288．945
55，732．240
20，649，867
547，671，052
48，388．373
比（菱）
100．O
M0o
→
oo
山M
6、船舶保険料7．船舶修繕費8．特別修繕引当金繰入額
　9．船舶減価償却費
10、その他船費
（3）借　　船　　料
（4）その他海運業費用
　海運業費用合計
　海運業利益
1，823．285
3，243．647
1，040．599
36，617．579
1，O06，07461，491，737
161，888，203
33，O01，175
517，428，165
54，142，162
90．5
95
1，690．512
2，929．131
　944．897
35，238．308
　927，62859，142，397
152，874，194
31，677，347
492，082．311
55，588，741
89，8
0．2
Noooo
皿　その他事業収益
（1）倉庫業収益 1，082，237 O．2 1，079，401 O．2
wその他事業費用
（1）倉庫業費用
　　その他事業利益
　　溢　業総利益
427，406
654，831
54，796，993
O．1
0．1
9．6
357．435
721，966
56，310，707
O．1
0．1
1O．3
V一般管理費※1（1）役　員　報　酬
（2）従業員給与
（3）退職給与引当金繰入額
（4）賞与引当金繰入鍍
（5）適格退職年金拠出金
　605．560
10，212．295
　879．602
1，727，OO0
　311，531
　931．730
10，610．278
　713．498
1，830，OO0
　336，690
2　連結損益計算書
㌔　　　　　　決算期
科　　目　　　　　　＼＼＼一
I売　　上　　高
（1）海運業収益及びその他役務蚊益
（2）商品及び製品売上高
自　昭和59年4月1日
至　昭和60年3月31目
金　　　　　額
611．710
224，071 835，781
比（菱）
00，O
（単位＝首万円）
白　昭和60年4月1日
至　昭和61年3月31日
金　　　　　額
587．371
249，832 837，203
比（菱）
100．O
皿売　上　原　価
（1〕海運薬費用及びその他役務原価
（2）商品及び製品売上原価
　　　　　　売上総利益
皿　販売費及び一般管理費※1
　　　　　　営　業　利　益
537．996
221，102 759，098
76，683
48，307
28，376
90．8
9．2
5，8
3．4
511．803
245，998 757，801
79，402
50，239
29，163
90．5
9．5
6．0
3，5
（出所）　口本郵船株式会祉・有価証券報告書総覧（昭和61年3月決算）
ω｛ω
NωΦ
第5表の2特定業法に基づ＜開示例一西武鉄道
??
??????????????
（ηi位1百万円）
）、
1百分比7
46．4
??????3
????
??????????? ．?　135和60年
和61年
????
（
9，084
56．109
　　506
2，932
59，549
36．126
1．292
　　643
2．171
2．584
7，645
50，464
43，382
百分比
46．6
39．8
8・6
?????????
（ ﹇?﹇??
???????
8，386
1損益計算書
期
科　目 金
54．445
　　493
2，678
57，617
35．309
1．201
　　582
2．253
2．405
7，477
49，230
40，354
u蜴
、＼＼???????? ???????????????? ??? ??I
　　　計2．鉄道業営業費
（1）運　　送　　費
（2）案内宣伝費
（3）厚生副利施設費
（4）一般管理費
（5）諾　　　　税
（6）減価償却費
　　　計　地方鉄道業営業利益
B附帯事業1．附帯事業営業収益
　（1）観光事業収入
???
（2）不動産賃貸業収入 9，892 10，582
（3）不動産販売業収入 15，519 14，779
（4）その他業収入 217 203
計 65，983 53．4 68，948 53．7
2．附帯事業営業費
（工）観光事業営業費 40，110 43，007
（2）不動産賃貸業営業費 6，698 6，736
（3）不動産販売業営業費 11，274 10，579
（4）その他業営業費 156 155
計 58，239 47．1 60，479 47．1
附帯事業営業利益 7，744 6．3 8，468 6．6
企箏業営莱利益 16，130 13．1 17，553 13．7
ω｛01
2連結損益計算書 （単位：百万円）
期　　別 自昭和59年4月1日至昭和60年3月31日 自昭和60年4月1目至昭和61年3月31目
科　　目　　’＼＼㌔ 金　　　　額 構成比＼ 金　　　額 構成比I営　業　収　益 ％ ％
1。運輸業等役務収入 241，332 250，104
2．商品及び製品売上高 103，925 345，257100．O 97，203 347，203100．O
皿営　　業　　費
1．運輪業等営業費 218，982 227，845
2．（1）商品及び製品売上原仙 86，070 80，873
（2）販売費及び一般管理費 12，729 317，78192．O 12，987 321，70592．7
営　　業　　利　　益 27，476 8．O 25，497 7．3 N牡H
（出所）西武鉄道株式会祉・有価証券報告最総覧（昭和61年3月決算）
　242　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
するとともに財政状態を明確にし，もって地方鉄道業の健全な発達に資するこ
とを目的」（r地方鉄道業会計規則」第1条）としているのであり，r・一・投資
者の保護に資する……」r（証券取引法」第1条）ことを目的にLているのでは
ないと考えられる。Lたがって，これらの業種が有価証券報告書においてセグ
メント情報を開示していると言っても，証取法ディスクロージャー制度のレベ
ルでは論じられないように思われる。
　ところで，上述のr有価証券届出等省令」，r財務諸表等規則」等の法規定に
よらず，わが国企業がセグメント情報を開示するケースが二つある。第一は，
わが国企業がアメリカの市場で株式の公募，転換杜債の発行等によって資金調
達を行う場合に，S　E　C規則によってセグメント情報の開示を行う（ただし，
BBB格以上の普通杜債の発行，株主割当増資等に基づく証券の発行および発
行会杜以外の者のために発行済有価証券の売出しを行う場合には，S　E　Cに提
出するFom20－FならびにFormF－1，FormF－2およびFormF－3に記載
される財務諸表におげるセグメント清報の開示は免除される）ケースである。
第二は，資金調達等事業活動の国際化に伴い，外国株主に対する送付目的，海
外の取引先に対するPR目的，海外での起債目的等で作成される英文アニュア
ル・リポートにおいてセグメ：■ト情報を自主的に開示するケースである。
　S　E　C規則適用企業（注）は，例えぱ第6表にみるように，ほぼ完全な形でセグ
メント清報を開示している。これに対して，ある機関が後者の英文アニュアル・
リポート作成企業を調査した結果によれぱ，そのうちの約37％の企業が何らか
のセグメソト清報を開示しているものの，都門別売上高または主要製品系列別
売上高レベルの開示（第7表）に止どまっている企業が大部分であるという。｛3］
Lたがって，英文アニュアル・リポートにおける開示実態も，「有価証券届出
省令」に基づく有価証券報告書における開示実態と異なるところがなく，上述
した問題点と同一の間題点を指摘することができる。また，各国企業のアニュ
アル・リポートを調査した報告書でも，わが国企業の英文アニュアル・リポー
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第6表　SEC規則1；＝基づく開示例一京セラ（連結財務諸表べ一ス）
The　Company　is　prim副ri1y　engaged　in　the　manufacture　and　sa1e　of　products　in　three　major　segments：ceramic
and　related　products　for　the　electronics　and　otller　industries，e1㏄tronic　equipment　consisting　ofcommunication，
audio　and　business　equipment，and　optica1and　precision　instruments　consisting　of　cameras　and　camera　lenses．
Sales　and　transfers　between　geographic　areas　are　made　with　reference　to　prevailing　market　prices　and　at
prices　approximating　those　charged　to　una削iated　distributors．　Intersegment　sales　are　immaterial　and　mt
shown　separately．
Operating　pro趾represents　net　sa1es，plus　other　income　less　re1ated　costs　and　operating　expenses，excluding
interest　expense　and　income　taxes．
Identi丘able　assets　are　those　assets　of　the　Company　that　are　used　in　the　Company’s　operations　in　each　segment
or　geographic　area　at　year　end．
I皿formation　by　industry　segments　and　by　geographic　areas　as　of　March31．1986，and1984副nd　for　the　years
then　ended，respectively，is　summarized　as　follows：
Net　sales：
　　Ceranlic　and　related　products
　　Electronic　equipment
　　Optic刮1and　precision　instruments
1986　　　　　　　　　　　1985　　　　　　　　　　　1984 1986
Y200，212　Y252，464　￥184，764　＄1，112．289
　　　　42．071　　　　　　　　　34．160　　　　　　　　　50．606　　　　　　　　233．728
　　　　36．820　　　39．086　　　15．810　　　204，555
￥279，103　￥325，719　￥251，180　＄1，550，572
ω1トN
0perating　Pro趾（1oss）：
　　Ceramic　and　related　products
　　Electronic　equipment
　Optical　and　precision　instruments
￥　46，7i5　￥　83，855　￥　55，634　＄259．528
　　　　　　　128　　　（1，500）　　　7．201　　　　711
　　　　（3・416）　　　504　　　236　　（18，978）
43．427　　　82．859　　　63，071241，261
～1ト
ω
ω
〔o
　Interestexpense
　　　　　Income　before　income　taxes
Identifiab1e　assets：
　Ceramic　and　related　products
　　E1ectronic　equipment
　　Optical　and　precision　instruments
（493）
￥　　42，934
￥　　253．305
　　　　49．282
　　　　44，386
Investments　in　and　advances　to　unconsolidated
subsidia1．ies　and　a揃1iates
　　　　　Total　assets　　　　　　　　　　　　　　　　　　Y
Depreciation：
　Ceramic　and　reIated　products　　　　　　　　　Y
　　Electranic　equipment
　Optical　md　precision　instruments
346，973
8，031
355，004
13．618
1．709
1，632
Capita－expenditures：
　　Ceramic　and　re1ated　products
　　Electronic　equipment
　　Optical　and　precision　instmments
￥　i6，959
Y　16．975
　　　　　2，022
　　　　　一，888
￥　20，885
（581）
￥　　82，278
￥　　291．365
　　　　36．015
　　　　48，714
376，094
3，213
￥　　379，307
Y 11．818
　　　　　1．569
　　　　　1，423
￥　　14，810
￥　29．187
　　　　　2．773
　　　　　2，873
￥　　34，833
（841）
￥　　62，230
￥　　250．630
　　　　38．688
　　　　36，357
325，675
528
￥．326，203
￥　　7．632
　　　　　1．239
　　　　　　　728
￥　　9，599
￥　　16．000
　　　　　1．576
　　　　　　　691
￥　　18，267
（2，739）
＄　　　238，522
＄　1，407．249
　　　273．789
　　　246，589
1，927，627
44，617
＄　1，972，244
＄　75．655
　　　　　9．494
　　　　　9，067
＄　　94，216
＄　94．306
　　　　11．233
　　　　10，489
＄　　　116，028
N杜ト
1986
Net　sales：
　Japan ￥　　193，366
1985
￥　　204，120
1984
￥　　165，092
1986
＄　1，074，256
o〕
｛
心
　　　　SaIes　and　transfers　between　geographic　areas
　　United　States
　　　　Sales　and　transfers　between　geographic　areas
　　Other
　　　　Sales　and　transfers　between　geographic　areas
　　　　　　　　Adjustments　and　eliminations
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　￥
．　Operating　Profit：
　　　　Japan　　　　　　　　　　　　　　　　　　　￥
　　　　United　States
　　　　Other
　　　　　　　　Adjustments　and　eliminations
　　　　Interest　expense
　　　　　　Income　before　income　taxes　　　　　　　　　￥
　　Identifiable　assets：
　　　　Japan　　　　　　　　　　　　　　　　　　￥
　　　　United　States
　　　　Other
58，278
251，644
67．304
　　　992
68，296
18．433
3，225
21，658
（62，495）
279，103
42，307
　　（836）
1，647
43，118
309
43，427
　　（493）
42，934
334．635
28．945
12，544
376，124
84，946
289，066
100．794
　　1，878
102，672
20．805
3，719
24，524
（90，543）
￥　　325，719
￥　　75．697
　　　　　5．575
　　　　　1，849
83，121
（262）
82，859
　　（581）
￥ 82，278
￥　　348，181
　　　　填5．064
　　　　14，642
407，887
57，619
222，711
73．100
1，513
74，613
12．988
2，293
15，281
（61，425）
￥　　251，180
￥　　58．541
　　　　　2．959
　　　　　2，432
63，932
（861）
63，071
　　（841）
￥　　62，230
￥　　303．658
　　　　34．477
　　　　13，185
351，320
323，766
1，398，022
373．911
　　5，511
379，422
102．405
17，917
120，322
（347，194）
＄　1，550，572
＄　　　235，038
　　　　（4，644）
　　　　　9，150
239，544
1，717
241，261
（2，739）
＄　　　238，522
＄　1，859．083
　　　　160．806
　　　　69，689
2，089，578
N｛蜆
Adjustments　and　e1iminations（29，151） （31，793） （25，645） （161，951）
ω㎝O Investments　in　and　advances　to　unconsolidated
subsidiaries　and　a箇1iates
　　　　　Tota1assets　　　　　　　　　　　　　　　　　　￥
346，973
8．031
376，094
3，213
325，675
528
1，927，627
44，617
N仁Φ
355，004…ξ　　379，307 ￥　　326，203 ＄　1，972，244
No　single　customer　a㏄ounted　for1O％or　more　of　the　Company’s　net　sales　in1986．1985，and1984．
Export　sales　of　the　domestic　compmies　to　una冊1iated　customers　in　foreign　countries　for1986．1985，
were　as　follows　l
and1984
1986 1985 1984 1986
United　States　of　America
Westr㎝Europe
Other，pri1lcipally　Southeast　Asi刮
￥　　16．355
　　　　19．366
　 　　17，752
￥　　工7．139
　　　　14．123
　　　　11，635
￥　　53，473￥　42，897
￥　　17．458
　　　　14．610
　　　　　6，028
￥　　38，096
＄　90．861
　　　　107．589
　　　　98，622
＄　　　297，072
（出所） 灼θo伽Coψo畑肋閉月舳捌〃肋〃〃1986．
第一表 英文アニュアル・リポートにおける開示例一SONY（連結財務諸表べ一ス）
Compo目itiom　of　Net　S8108by　Am8amd　Pmd116t　G1o叩
Miuions　of　yen
1986 1987
Percent　change
　　1987／1986
Thousands　of
U．S．dollars
　　　　1987
Sale目by　A正e8
　　Japan ￥　　173，363　　　　￥
　　　30．O％
177．472
32．4％
十2．4％ ＄　　1，215，561
ω㎝
United　States 182．219
31．5
1岱0，865　　　　　　－11，7
29．4
1，101，815
Europe 118．641
20．5
132，086　　　　　　　＋11，3
24．1
904，699
0ther　areas
］＝｛e1：Sa－eS
　　　　103．640
　　　　18．O
￥　　577，863
　　　　77，326　　　　　　＿25，4
　　　14．1
￥　　547．749　　　　　　5．2
529，630
＄　　3，751，705
S8108吋Pmd耐Gm叩　　Video　equipment ￥　　213．041
　　　36．9％
￥182，219　　－14．5％
　　　33．3％
＄　　1，248，075
Audio　equipment 141．331
24．4
151，241　　　　　　＋　7，0
27．6
1，035，897
Televisions 139．825
24．2
127，888　　　　　　－　8，5
23．3
875，945
Other　products 83．666
14．5
　86，401　　　　　　＋　3，3
15．8
591，788
I，e1：saleS ￥　　577，863￥　　547．749　　　　　　　　　5．2 ＄　　3，751，705
Notes：　1．
??
??
??
A11douar丘gures　in　this　report　refer　to　U．S．currency．U．S．dollar　amounts　have　been　translated
fmm　yen，｛or　convenience　only，at　the　rate　of￥146二U．S．＄1，the　Tokyo　foreign　exchange　market
rate　as　of　March31．1987，as　described　in　Note3of　Notes　to　Conolidated　Financia1Statements．
Each　Depositary　Share　represents　one　share　of　Common　Stock．Per　share　amounts　are　based　on　the
average　number　of　shares　outstanding　during　each　period・
Fu11y　diluted　net　income　per　Depositary　Share　gives　e伍ect　to　the　possible　conversion　of　all　convert・
ible　bonds　and　debentures．
The血nancial　data　for　the飾e－month　period　ended　M副rch31．1986，are　presented｛or　comparative
purposes．Such　data　are　unaudited　but，in　the　opinion　o｛the　Company，inc1ude　a1－norma1recurring
adjustments　necessary｛or　a　fair　statement　of　the　results　for　the　period　under　review．
（出所） 80〃γCo伽o肋肋凧舳舳ξπ1S〃舳肋らMarch31．1987．
N杜べ
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トに記載されているrセグメソ．ト別財務報告は世界でも最悪に属する」＝4〕とあ
まり好ましくない評価を受げているのが実情である。
（注）東京証券敢引所の調査によれぱ，現在のところS　E　C規則適用企業は，三井物産，
　京セラ，三菱商事，伊藤忠商事，丸紅，東レ，小松フォークリフト，リコー，目本ハ
　ム，イトーヨーカ堂，カシオ計算機の11杜であるという（資料提供，東証上場部上場
　審査室上場審査役・久保幸年氏）。
　　このなかでも，京セラおよびイトーヨーカ堂がほぽ完全な形でセグメント情報の開
　示を行っている。とくに，イトーヨーカ堂は，1987年のアニニアル・リポートのうち
　6頁もさいて詳細なセグメソト情報の開示を行っており，その積極的な姿勢は注目に
　値すると言えよう。
　以上述べたように・わが国におけるセグメント情報の開示は，その規定と具
体的な内容の両面において，アメリカ，カナダ等の諸外国よりも立ち遅れてい
るのが現状である。
　Lかし・わが国でも企業会計審議会第一部会が，昭和61年10月31日，同部会
小委員会の中問報告において，セグメント情報の開示について（1）その現状およ
び諸環境を分析検討し，（2）その問題点を指摘したうえで，（3）現時点では積極・
消極両論があるところから，r今後何らかの形で前向きの対応が必要である」
とLて，セグメント情報開示の充実に向げてその審議を継続する旨の提言を行
った。㈲このことは，かねてより学界，㈲情報利用考側｛7〕等を中心にして要望さ
れることがあっても・経済界をはじめとする関係各界を介した共通の場で正式
に取り上げられることのなかったセグメント情報の開示が諸外国並みの制度化
を展望して具体的かつ本格的に検討されることを意味しており，わが国の外部
財務報告制度にとってもきわめて大き在前進であると言えよう。
　また，中問報告では，セグメソト情報開示の具体的な検討にあたっては，財
務情報の有用性，国際的ハーモニゼーション等の観点から連結財務諸表を対象
とL・セグメソテーション・開示内容等についてもわが国の実情を十分に考慮
して進める旨の基本的スタンスが明らかにされた。
　王352
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　このような中間報告の趣旨に沿って，企業会計審議会第一部会は，昭和62年
3月31目の総会において，同小委員会でセグメント情報開示の充実に向げての
審議を再開する旨を了承した。また，そこでは，わが国のセグメント情報の開
示に必要な基礎資料を得るために，情報作成者（発行体）側と情報利用者側に
対して，（1）経営の多角化状況，内部管理状況，外国向けセグメソト情報の開示
状況，セグメント情報の利用状況等に関する実態調査および（2）連結財務諸表べ
一スによるセグメソト情報開示の制度化，有用性に関する意識調査をアンケー
ト方式により実施することが決定された。
　以来，同部会小委員会では新井清光第一部会長（小委員長も兼任）を中心に，
都合60余時問に及ぶ打合わせ会，検討会等を重ねた結果，6月5日に開催され
た同小委員会において，アンケートの実施方針，内容等について大筋の了解
（若干の修正は会長一任）を得たために，6月30日付でrセグメント情報に関
するアンヶ一ト調査票」（総務庁承認No．16099）を実施要領等の関係書類とと
もに情報作成考側と情報利用考側に送付した（本稿末の資料参照）。
　このrアンケート」は，7月下旬までには回収され，集計，分析作業の後，
9月下句頃までには調査結果がまとめられる予定である。その後，これに基づ
き企業会計審議会はセグメソト情報開示の充実についての実質的審議に入るこ
ととされている。
lV　セグメント会計の課題
　セグメント会計を諸外国並みに実施するにあたっては，すでに別稿でも述べ
たように，｛8］多くの検討課題があるが，とくに大きな課題はセグメンテーショ
ンの問題である。すなわち，（1）セグメントに区分するためのセグメンテーショ
ンの基準，（2）企業が収益を得ている事業活動の内容（以下，r事業内容」とい
う）を上記（1）で区分されたセグメントに分類するための基準，および（3）分類さ
れたセグメ1■トのなかから開示対象とすべきセグメントを決定するための重要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工353
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性の判断基準をめぐる問題であり，これらはセグメント会計の最大の課題であ
ると言えよう。その理由は，これらセグメソテーションをめぐる諸基準いかん
によっては，開示されるセグメントの数，範囲はもとよりセグメント情報の具
体的内容ひいてはセグメント会計の有用性までも左右しかねないと思われるか
らである。
　事実，この問題は「アソケート」の実施にあたっても，まずセグメンテーシ
ョンの問題が討議され，その結果rセグメソトの分類」として整理された（第
1図参照。なお，これは新井清光第一部会長名による調査票記載要領に掲げら
れている）。
　そこで以下，セグメンテーションをめぐる諸問題について第1図を中心に検
第1図　セゲメントの分類
　‡1商晶の販売又は役務（サーピス）の提供を行っている会杜における「事業の種類別」区分についてほ、
　　r製品」を「商品」又は「役務」と読み替えるものとするo
　‡2製遙工程・販売市場等の頼似性に菱づく同種・同系列の製晶グループ別をいう。
　ヰ3親会杜及ぴ国内子会杜による泰業活勧。
　‡4在外予会社による率案活動。
　，5親会社及ぴ国内子会杜による輸出を含む。
　＾6　敢引規検による顧客別等をいうo
1354
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討を加える。その場合，FASB・SFAS第14号と直接に対比しながら検討を行
うことにする。なお，セグメンテーションの基準等セグメ1■ト会計基準につい
ては，アメリカが先鞭をつげており（注），後発のイギリス，カナダ，オースト
ラリアのセグメソト会計基準もSEAS第14号の内容と実質的に異なるところが
ない。
（注）ちなみに，アメリカでは，S　E　Cが1969年8月に登録会杜に対して，その登録屈
　出書で事業の種類別（Iines　Of　business）セグメソト情報の開示を義務づげ・また・
　1970年10月にはFor血10－Kにおいて，さらに1974年1月には株主向けアニュアル・
　リポートにおいて同様の開示を義務づけた。その後1976年12月に，FASBが第8表に
　示す内容のSFAS第14号を公表したことにより・SECも1977年12月に会計連続通牒
　　（A㏄0unting　Series　Re1ease）第236号「産業別セグメソト報告（Industry　Seg－
　ment　Reporting）」を公表し，FASB基準を採用した。⑲〕
　　1　セゲメンテーションの基準
　FASB・SFAS第14号の前提になっている討議資料（Discussion　Memoran－
dum）によれぱ，セグメンテーショソの基準は，事業部，支店および子会杜ま
たはその他の法的実体もLくは非法的実体（0therlegal　ornon－legalentities）
の各セグメントに区分する組織単位別（by　organization　unit）基準と産業，
製品系列および提供するサービスの種類，市場ならびに地理的領域（以下，
r地域」という）の各セグメソトに区分する経済活動領域別（by　area　of　eco－
nOmiC　aCtiVity）基準とに犬別されるという。ω
　「ア：■ケート」の場合のセグメンテーションの基準も，基本的にはこのよう
な考え方に基づいており，事業単位別基準と事業活動別基準とに犬別されてお
り，さらに後者は，事業の種類別，親会杜および子会杜の所在地域別，ならび
に市場別の基準に細分されている。
　セグメソト会計の目的は，成長性，収益性，リスクの程度，態様等を異にす
る事業を営む多角化経営企業および多国籍企業またはグローバル企業の実態を
外部の情報利用考に報告することにある。Lたがって，セグメント別外部報告
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第8表アメリカにおけるセク｛メント惰報開示の概要
・種　類1 産業別セグメソト
2　定　　　義
3　開示すべき
　セグメソトを
決定するため
の重要性の判
断基準
〔追加規定〕
ある製品もしくはサーピスまたは一連
の関連する製品およびサーピスを営利
目的で外部の顧客に提供している事業
単位（Par．10）
次の条件の一以上を満たす場合
（1）当該セグメソトの収益（セグメソ
　ト相互間の売上等を含む）が全産業
　別セグメソトの収益合計の10％以上
　である場合（par．15）
（2）当該セグメソトの営業損益の絶対
　値が次の何れか大きい金額の10％以
　上である場合
　①営業利益の坐じているセグメソ
　　トの営業利益合計
　②営業損失の生じてるセグメソト
　　の営業損失合計（Par．15）
（3）当該セグメソトの固有資産が全産
　業別セグメソトの固有資産合計の10
　％以上である場合（Par．15）
（1）セグメソトの決定には，企業が収
　益を得ている個々の製品・サーピス
　を明確にし，これらを産業系列ごと
　の産業別セグメソトに分類すること
地域別セグメソト
各国または各企業の個々の状況によっ
て妥当であるとLて決定された国のグ
ル』プ（par．34）
（1）国内事業・在外事業に関する情報
次の条件の何れかが満たされている場
合
　①在外事業で稼得した収益（外部
　　顧客に対する売上）が連結収益
　　（売上）の10％以上である場合
　　（Pan32）
　②海外の地域で使用されている固
　　有資産が連結総資産の10％以上で
　　ある場合（Par．32）
（2）輸出売上に関する情報
　　海外の外部顧客に対する輸出売上
　が連結収益（売上）の10％以上であ
　る場合（par．36）
ある地域の在外事業について，上記（1）
の基準が満たされている場合には，仙
の地域と区別して開示（p肌33）
主要な願客別セグメソト
（1〕単一の顧客に対する
　売上収益が連繕収益の
　10％以上である場合
（2）内国政府機関または
　外国政府に対する売上
　収益が連結収益の10％
　以上である場合（P肌
　39）
共通の支配下にある顧客
のグループは，単一の顧
客とみなされる（par．39）
N蜆N
巾
隷
1≡ヨ
理
嚇
鵠
竃
？
曽
oo
口〉
筆
ψ
ω㎝N
4　開示内容
　が必要（Par．11～14）
（2）報告すぺきセグメソトの外部の顧
　客に対する売上収益が全産業別セグ
　メントの売上収益合計の75％以上に
　なることが必要（Par．17）
（3）75％に達していない場合には，そ
　れに達するまで，重要性の高いもの
　から順次報告すべきセグメソトとし
　て追加する（Par．18）。しかL，その
　数は10が隈度（Par．19）
（1〕　』1又～註 外部顧客への売上高と当
該企業の他のセグメソト
ヘの売上高または振替高
を別側こ開示（par．23）
②ξ瀞竺11概滋
（1）収益
（2）
（3）固有資
①外部の顧客への売上
　高および域地間の売上
　高または振替高を別個
　に開示（Par．35（・））
②輸出売上高（上記3
　の（2）の基準を満たす場
　合には，地域別に開示）
　（Par．36）
営業損益もしくは純利益
またはその他の収益性の
尺度（地域の一部または
全部について追加開示可
苗畠）　（par．35（b））
　同　　左
　（Par．10．35）
その事実および各顧客から
の収益額を開示（par．39）
N蜆ω
ω㎝oo
グメントで共用されてい ；
る資産の配賦部分の帳簿
仙瀬の合計額（Par．10．
26）
（4）
…減伽償却費，減耗償却費および無形固定資産の償却額の合計額，資本的支
出の金額等 （Par．27）
1　ユ　　　■　■　　■　■　1　　　1　■　　■ ⊥　　山
；
■　　　u　■ 1　　皿　■ ■　一　■　■　　　1　　　皿　L　　　　■ ■　■　1　■
N01
杜
（出所）FASB・S”舳”・〃‘舳”λ舳閉伽∫肋刑伽げ川・・14：肋舳〃R幼〃伽星伽5榊舳・∫・舳1舳肋伽棚，
　　Dec．1976、
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にとって，成長性，収益性，リスクの程度，態様等を異にするセグメントに区
分できるようなセグメソテーショソの基準を採用することが合理的であると言
えよう。
　この観点から考えてみると，まず，事業単位別セグメソテーションは，主と
Lて事業部制会計におげる業績評価目的等経営管理のための内部報告会計では
有用性をもっており，、また採用されることが多い。Lかし，これをセグメソト
別外部報告会計のセグメソテーションの基準とLて採用することは困難である
と言わざるを得たいであろう。なぜならぱ，事業単位が経済活動と一致してい
ない場合には，（ユ）事業単位に基づいて収集される清報を当該事業単位が営む経
済活動に関連づけることが不可能であるωぱかりではなく，（2）事業部等の一つ
のセグメントに成長性または収益性もしくはリスクの程度，態様等を異にする
製品，サービスが混在することになると思われるからである。
　その点，事業活動別セグメソテーションの場合には，セグメント会計の目的
にも適合し，外部報告会計上も合理性をもっていると言えよう。その理由は，一
般に，ある企業の事業活動についてその事業の種類，事業を営む地域，市場が異
なると，成長の可能性または収益性もしくはリスクの程度，態様等が異なる⑫
と考えられ，事業活動別セグメソテーシ昌ソはまさしくこの点に着目した考え
方であるからである。SFAS第ユ4号の場合も，この考え方に基づいて経済活動
領域別セグメンテーションを細分した産業別，地域別および主要な顧客別基準
によってセグメソテーショ：■が行われている。
　一般に，産業とは製品系列の統合である蝸と考えられるが，アメリカの場合
には，連結財務諸表が基本財務諸表とされており，また親会杜と子会杜がそれ
ぞれ異種事業を営むヶ一スが一般的であるために，FASB基準の産業別セクメ
ンテーショソも単に製品系列の統合ではなく異種事業を営む子会杜等の法定実
体によってセグメソテーションが行われているωと解される。
　これに対Lて，わが国の場合には，アメリカのように親会杜および子会杜が
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それぞれ異種事業を営んでいるか否か未だ具体的に立証されているわけでもな
けれぱ，また，子会杜所有の多目的性からみて法的実体を異にするごとにそれ
ぞれの事業活動も相互に異なると一概に断定されてもいない。したがって，
rアンケート」の結果が判明すれぱ，これらの事実関係も明らかにたるであろ
うが，現時点では，第1図のように，事業の種類別セグメソトを企業が収益を
得ている個々の製品別セグメントまたは製品系列セグメソにさらに細分するセ
グメンテーションをとることが妥当であると思われる。
　次に，地域別セグメンテーションの場合には，基本的に，SFAS第14号と異
なるところはない。しかし，地域別セグメソテーションの場合には，SFAS第
14号は親会杜および子会杜の所在地域別基準のみでセグメンテーショソを行っ
ているのに対し，rアンケート」は，これに加えて販売地域別セグメンテーシ
ョンにも細分化している。これは，例えぱ，ある製品が在外A地域で現地生産
されても，当該製品が必ずしもその現地市場で販売されるとは隈らなく，それ
どころか他の在外市場または国内市場で販売されることが少なくないと思われ
るところから，販売地域別セグメンテーショソも想定し，その実態を調査しよ
うとする趣旨によるものである。
　　2　セグメントの分類基準
　SFAS第14号の場合，事業内容を産業別セグメントに分類するための基準と
Lて，合衆国行政管理予算局（The　U．S．O価ce　of　Management　and　Budget）・
統計政策部（Statistica1Policy　Division）のr標準産業分類（Standard　Indus－
trial　Classi丘catiOn，以下，rSIC」という）」等を敢り上げ，検討を加えてい
る。㈲しかし，SIC等は指針にはなるものの単独では事業内容を産業別セグメ
ソト1こ分類するための基準にはならないとLている。㈹すなわち，SICはr事
業施設（通常，個々の工場施設，店舗，銀行等）を，その各施設が行っている
経済活動の種類によって分類するシステムであり」，㈹「企業単位による区分と
　1360
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同一でない」胸という理由から，SICだげでは事業内容を産業別セグメ：■トに
分類できないとしている。また，SFAS第14号は，製品の性質，生産工程の性
質，市場，販売方法等も産業別セグメントを決定するのに役立つものであるこ
とを認めているが，これらを組み合わせても統一的基準にぽならないとしてい
る。臣o結局，FASBの場合，事業内容を産業別セグメソトに分類するには，企
業のプロフィット・センターを論理的な出発点とL，塵o経営者の判断に依存せ
ざるを得ないとしている。剛
　「アンケート」の場合には，第1図の定義にみるように，企業が収益を得て
いる個々の製品を製造工程・販売市場等の類似性に基づきグルーピソグして製
品系列別セグメソトを設定しているが，回答者によってはそのグルーピソグの
基準が異なるおそれがあるところから，行政管理庁・行政管理局統計主幹が作
成した「日本標準産業分類」を用いることを前提に調査を行っている。
　このr日本標準産業分類」は，統計調査の対象におげる産業の範囲を確定す
るとともに統計調査の結果を産業別に表章するために用いられるものである。
また，この分類は事業所（経済活動の場所的単位）において行われる経済活動
を，主として次のような諸点に着目して区分L，それを体系的に配列したもの
である。㈲
　（1）生産される財貨または提供されるサービスの種類
　（2）財貨生産またはサービスの提供の方法（設備，技術など）
　（3）原材料の種類および性質，サービスの対象および取り扱われるもの（商
　　品など）の種類
　しかし，r日本標準産業分類」は，必ずしも企業の事業活動と一致するもの
ではなく，また，同種または類似の製品・製品系列でも全く別のセグメントに
分類されるという不合理性，また逆に，成長性，収益性，リスクが異なると思
われるにもかかわらず，同一のセグメントに分類されるという不合理などがあ
る㈱ので，この分類基準をもって直ちに製品別セグメントまたは製品系列別セ
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第9表　主要国・地域別対外直接投資届実績
　　　　　　　　　　　　　M　　　　　　　　　　　　　｝（単位：件，百万ドル。％）　　　oo
　　　　　年　　度
国又は地域
アメリカ
カナダ
　　北米　　計
バナマ
ブラジル
メキシコ
ケイマソ
バ’、マ
ペルー
バミューダ
アソチノレ
チリ
アルゼソチソ
プエルトリコ
ペネズェラ
その他
　　中南米 計
イ＝■ドネシア
香港
ツソガポール
昭和60年度
件数
921
41
962
396
22
　5
　8
11
　4
10
　1
　1
　2
　2
14
476
62
105
110
金　　額
5．395
　100
5，495
1．533
　314
　101
　132
　298
　　10
　148
　62
　　0
　　8
　　2
　　8
2，616
408
131
339
構成比
44．2
0，8
45．O
12．5
2．6
0．8
1．1
2．4
0．1
1．2
0．5
0．O
O．1
0．O
O，1
21．4
3．3
1．1
2．8
昭和61年度
件数
1．232
　52
1，284
373
30
　5
32
18
　1
　2
　2
　7
　1
　6
13
490
46
工63
85
金　　額
10．165
　276
10，441
2．401
　270
　226
　930
　792
　　16
　66
　　2
　　17
　　0
　　4
　　13
4，737
250
502
302
1構成比
45．5
1，2
46．8
10．8
1，2
1．0
4．2
3．5
0．1
0．3
0．O
O．l
O．O
O．O
O．1
21．2
1．1
2．2
1．4
昭和26～61年度　累計
件数
13．757
　766
14，523
2．747
1．326
　243
　　92
　　71
　　96
　84
　36
　60
　118
　39
　89
　479
5，480
1．427
2．568
1，860
1金
35．455
1．951
37，406
8．841
4．857
1．556
1．279
1．247
　696
　617
　376
　　182
　　176
　　141
　　136
　269
20，373
8．673
3．433
2，571
構成比
33．5
1，8
35，3
8．3
4．6
1．5
1．2
1．2
0．7
0．6
0．4
0．2
0．2
0．1
0．1
0，3
19．2
8．2
3．2
2．4
ω
o、
ω
韓国
マレーシア
台湾
フィリピソ
タイ
中国
ブルネイ
イソド
その他
　　アジア　計
サウジアラピア・
　　　クウェート
イラソ
サウジアラピア
アラプ首長国連邦
その他
　　中近東　計
イギリス
オランダ
ルクセソプルク
西ドイツ
フラソス
ベルギー
スイス
スペイ：■
アイルランド
75
60
68
　9
51
118
10
17
685
7
1
2
10
　134
　79
　114
　61
　48
　100
　　1
　13
　　7
ヱ，435
34
0
4
4
3
45
375
613
300
172
67
84
60
91
81
1．1
0，6
0．9
0．5
0．4
0，8
0．O
O．1
0，1
11．7
O．3
0，O
O．O
O．O
O．O
O．4
3．1
5．0
2．5
1．4
0．5
0，7
0．5
0，7
0．7
111
70
178
　9
58
85
　1
　8
　5
819
1
1
2
4
142
60
工6
59
52
　7
　7
15
　4
　436
　158
　291
　21
　124
　226
　　1
　11
　　5
2，327
41
0
1
2
44
　984
　651
1．092
　210
　152
　50
　91
　86
　72
2．0
0．7
1．3
0．1
0．6
1．O
O．O
O．O
O．0
10．4
0．2
O．O
O．O
O．O
O，2
4．4
2．9
4．9
0．9
0．7
0．2
0．4
0．4
0．3
1．393
1，O09
1．631
　633
1．111
　296
　　30
　132
　259
12，349
108
98
42
69
321
1．190
　354
　99
　817
　742
　249
　220
　163
　62
2．118
1．283
1．051
　913
　884
　5工3
　108
　103
　140
21，790
1．309
1，O03
　361
　233
　110
3，016
4．125
2．337
2．308
1．552
　970
　793
　753
　601
　332
2．0
1．2
110
0．9
0．8
0．5
0．1
0．1
0，1
20．6
1．2
0．9
0．3
0．2
0．1
2．8
3．9
2．2
2．2
1，5
0．9
0．7
0．7
0．6
0．3
N｝Φ
ω
｛
イタリア
ソ連
その他
　　欧州　計
リペリア
ザイール
ナイジェリア
ザソピア
その他
　　アフリカ計
オーストラリア
ニュージーラソド
パプア・
　　ニコーギニア
その他
　　大洋州　　計
合　　　計
11
21
313
49
6
55
80
9
16
112
2，613
　32
　55
1，930
159
13
172
468
23
33
525
12，217
O．3
0，5
15．8
1．3
O，1
1．4
3．8
0．2
O．O
O．3
4．3
1・…
18
　1
23
404
42
　1
　7
50
104
15
22
145
3，196
（注）剛こついては、1沼和26～61年度の累計額が1億ドル以上のものを掲蚊
（出所）大戯術r昭和61年度における対外及ぴ対内直接投資屈実綴」（1昭和62年5月281r）
　23
　　1
　57
3，469
289
　0
20
309
881
93
17
992
O．1
0．O
O．3
15．5
1．3
0．O
O．I
1．4
3．9
0．4
O．O
O．1
4．4
　156
　　7
　265
4，324
　679
　56
　89
　17
　319
1，160
1．313
　228
190
　235
1，966
・・・…1…＝・1．1・・1・予
　203
　194
　303
14，471
2．744
　282
　157
　142
　353
3．678
4．502
　354
200
　178
5，234
105，970
O．2
0．2
0，3
13．7
2．6
0．3
0．1
0，1
0．3
3，5
4．2
0．3
O，2
　O．2
　4．9
100．O
N①o
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グメソトの分類基準として統一的に適用することができたいように思われる。
されぱといって，r日本標準産業分類」とは全く別のセグメントの分類基準を
作成することも，時間的，コスト的にきわめて困難であると考えられる。
　Lたがって，セグメントの分類基準として「日本標準産業分類」を適用する
のであれぱ，これを加工したり，またはこれに経営考の判断を加えるなどの措
置を講じることが必要であろう。
　次に，親会杜および子会杜の所在地域別セグメンテーションならびに販売地
域別セグメンテーショソによって区分された海外地域別および在外地域別セグ
メソトの分類基準としては，SFAS第14号のように，各国別またはいくつかの
国を合わせたグループ別基準が考えられる。幽わが国の場合には，第9表にみ
るように，対米投資のウェートが高いので，この特徴を考慮に入れれば，北米，
アジア，中近東，欧州，アフリカ，中南米，豪州等のように大陸等の地域を基
準にしてセグメントの分類を行うのが最も適当であると思われ飢rアソケー
ト」も，基本的に，この考え方に基づいて調査を行っている。
　　3　重要性の判断基準
　事業内容が具体的なセグメソト（例えぱ，製品系列別セグメントの場合であ
れぱ，不動産，化学工業等）に分類されると，次に，そのうちいかなるセグメ
ントが開示されるべきかを決定しなけれぱならない。開示対象とされるべきセ
グメソトを決定するのが重要性の判断基準である。
　SFAS第14号によれば，企業全体からみて重要性のあるセグメントは開示す
べきであるとしているが，この場合の重要性のテスト基準は10％であるとされ
ている。閨ただL，SFAS第14号の産業別セグメントの場合には，その適用手
続は第10表に示したところであるが，ミニマム基準とマキシマム基準も設げら
れている。すなわち，開示すべきセグメソトの外部売上高合計は，全産業別セ
グメントの外部売上高合計の75％以上でなげればならず，75％に達しない場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ365
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第10表　逢業別セゲメントの重要性の判断基準適用手続
モグメン綴　。。。
1の収益≧燃の
　　　合計の
　　　！o％
NO
下言己の（1）と（2〕の絶対
値を比較して大きい
金額を選択
てグメン　　　L≡］ト別営業利　⊥乱　　　　　YES畿≧織額
N0
↓
｛グノノ　全童業別
ト冒■」固有≧舳f　YES
資産　の固有責
　　　勧　　　10宅
NO
開示の対象外 開　示　対　象
（1〕営業利益の生じているセグメントの宮業利益合言十
（2〕営業損失の生じているセグメントの営業損失合計
1366
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には，かりに10％未満の産業別セグメントであっても，10個を隈度として重要
性の高いものから順次75劣に達するまで開示するべきセグメントとして追加し
底けれぱならないことになっている。㈱さらに，ある産業別セグメントの収益，
営業損益および固有資産のそれぞれが全産業別セグメントの合計の90％以上で
ある場合には，当該セグメントは支配的産業セグメントすなわち単一の産業別
セグメントとみなされ開示の対象外とされる。鯛
　ところで，この重要性の判断における10劣基準は，r規模が小さく，収益や
営業利益も少ない中小企業と，その規模の大きい巨大企業とに一律に適用する
と規模の小さい企業にとって明らかに不利となる」㈱ので，必ずしも10％基準
にこだわる必要はないとする見解もある。
　しかし，かりにこの10劣基準を15％ないし20劣程度に引き上げるとすると，例
えぱ異種事業の数が多く，多角化が進んでいる会杜ほど各セグメントのセグメ
ソト全体に占める割合が15％ないし20％を下回る可能性が高くなる。このため
に開示の対象外とたるセグメソトの数が多くなり，結果的にあまり多角化が進
んでいない会杜がセグメント情報の開示対象となるおそれがあると思われる。
　また，逆に10劣基準を5劣程度に引き下げれぱ，開示対象とされるセグメソ
トの数が多くなりすぎる。その結果，開示に伴うコスト・ベネフィット等情報
の経済性はもとより，共通費および共有資産の配賦計算の悉意性が大きくなり
情報の有用性まで損ないかねないという問題が生じるように思われる。
　もっとも，10％以上の基準をとっても，セグメソトの分類基準のとり方いか
んによっては，いわゆるバラドックス現象が生じるという問題があるようにも
思われる。そこで，この問題を，次のような仮定に基づいて考えてみることに
する。
　いま，ある会杜の事業内容およびその売上構成比率は下記の通りであり，セ
グメントの分類基準としてr日本標準産業分類」を用い，また重要性の判断基
準として10劣を用いることとする。
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事　業　の　内　容
I売上■
r琵割
各種紡績糸の製造，飯売 i…％、
各穫ねん糸の製造，販売 、89％1
各種織物の製造，販売 9，7％1
各種ニット製品の製造，販売
各種織物の加工，販売
各種レースの製造，販売
162％」
『・4％i
！…劣1
各種衣服の製造，販売 7・2％≡
各種下着の製造，飯売 1・・判
事　業　の　内　容
各種帽子の製造，販売
各種服飾品の製造，販売
石鹸の製造，販売
医薬品・医薬部外品の製造，販売
各種化粧品の製造，販売
合成皮革の製造，販売
硝子繊維の製造，販売
情報サービス業
売上「
麟1
2．3％i
3．8％
4．5％
8．7％
9．1％
3．2％
3．3％
4．7％
　この会杜の場合，大分類，中分類および小分類によって事業の内容をそれぞ
れ製品系列別セグメントに分類すれぱ，第11表のようになる。
　　　　第11表　「目本標準産業分類」に基づく製品系列別セゲメントの分類
事業の内容
1売上
構成
比率
各種紡績糸の製造，販売 9．3％
各種ねん糸の製造，販売 8．9％
大分類
F製造業
中分類
14繊維工業
各種織物の製造，販売 1脇i・
各種ニット製品の製造，
販売
6．2％
各種織物あ加工，販売 1脇「・
小　分　類
142紡績業
143ねん糸製造業
144織物業
145ニット製造業
146染色整理業
各種レースの製造，販売 5．6％■
各穫衣服の製造，販売 17．2％
1148姦轟桑’繊維製品
■15衣服・その他
簸維製品製1
151外衣製造業（和式
　　を除く）
各種下着の製造，販売 14．1％」　〃
l　1
152シャツ・下着製造
　　業（和式を除く）
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各種帽子の製造，販売　　2．3％『　〃　　　　〃
各種服飾品の製造，販売3，8％　　〃
石鹸の製造，販売 4．5％　　〃　　20化学工業
塞鷲医薬部外品の製8・7％1”
各種化粧品の製造，販売1…％1・　・
153帽子製造業
265
155その他の衣服・繊
　　維製身の回り品製
　　造業（和式を含む）
1205油脂加工製品・石
　　げん・合成洗剤・
　　界面活性剤・塗料
　　製造業
206医薬品製造業
209その他の化学工業一
合成皮革の製造販売■3・2％1”22姦錘桑ク222ご三㌻二く了美
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　材・合成皮革製造1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業
硝子繊維の製造，販売　13－3％　　〃　　25窪業・土石製　251ガラス・同製品製
　　　　　　　　　　1　　　　　　　品製造業　　　　　造業
情報サーピス業 ＝4，7％1　〃　　84情報サービス・841清報サーピス業　　　　　　　　調査・広告業
　まず，大分類を用いた場合には，事業内容は製造業という単一の製品系列別
セグメントに分類される（支配的産業セグメントに該当する）ので・開示され
るセグメソトは存在Lないことにたる。
　次に，中分類を用いた場合には，事業内容は6つの製品系列別セグメントに
分類されるものの，そのうち10％を超え，Lたがって開示される製品系列別セ
グメントは繊維工業（49．1％），衣服その他の繊維製品製造業（17，4％），化学
工業（22．3％）の3つである。
　これに対して，中分類を用いるよりももっと詳細なセグメント情報の開示を
行うために小分類を用いた場合には，事業内容は16の製品系列別セグメントに
分類されるものの，いずれのセグメソトも10劣を下回り・開示されるセグメソ
トは存在しないことにたる。したがって，この会杜は少なくとも16の異種事業
を営んでいるにもかかわらず，セグメント情報開示の対象から外されるという
奇妙なパラドックス現象が生じるといえよう。このようた例はまれであるかも
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知れないが，可能性としてはありうる。
　以上のように，開示の対象とすべきセグメントを決定するための重要性の判
断基準には，今後，検討されなけれぱならない問題が少なくないように思われる。
V　あとがき
　以上述ぺたように，セグメント会計については，その制度化をはかる前にあ
らかじめ検討しておかなげれぼならないと思われる種々の課題があ私しかL，
それ以前の問題として，企業側には制度化をはかること自体について次のよう
な低抗感や危慎の念があるようである。すなわち，セグメント会計を制度化す
ると，
　（1）企業秘密の漏洩となり競争上の地位を損ないかねない。
　（2）製品・商品の価格に対する顧客の値下要求や仕入先からの値上要求を招
　　きかねない。
　（3）短期的に損失が発生する新規事業については活性化をはかれなくなる。
　（4）内部管理のためのセグメント情報の組替え作業等に手数がかかることな
　　ど，コスト・ベネフィットの観点からすると問題がある。
などである。
　くり返して述べるが，わが国では，本業の関連事業へ進出したり，事業転換
のために異種事業と提携したり，または海外に工場を建設したり，海外企業を
合併・買収Lたりする企業が相次いでいる。このために，例えぱ，鐘紡（旧鐘
淵紡績），京セラ（旧京都セラミック），バイロット（旧パイロヅト万年筆），
オリムピック（旧オリムピック釣具），セッツ（旧摂津板紙）などのように，
杜名が事業内容と合わなくなり，改名する企業も少なくない淵また・犬手四
大証券会杜の海外企業買収仲介件数について言えぱ，昭和61年9月期には，対
前年度比で40％も急増している。鮒このように，わが国企業の多角化，国際化
への戦略は，今や生き残りのためのまたは長期的な経営体質強化のための有力
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な戦略，いいかえれぱ必然の戦略となってきていると思われる。
　このようた現状を考えるとき，また，京セラ，イトーヨーカ堂などのように，
S　E　C規則に準拠したセグメント構＝報を開示している会杜があることを考える
とき，上述のような企業側の主張はもはや現実味または説得力を欠いているよ
うに思われる。わが国企業が多角化，国際化によって何らかのメリットを得て
いる以上，セグメソト情報開示の充実をはじめ外部財務報告制度をレベルアッ
プすることが国際的ハーモニゼーショソの観点からも強く要請されているよう
に思われるo
注（ユ）わが国企業の多角化動向については，マク目的に把握することが困難であり，ま
　　たその実証研究もきわめて少ない。しかし，昭和33年から昭和48年の15年間におげ
　　るわが国の犬企業118杜の多角化戦略の動向を実証分析した結果によれぱ，専業型
　　戦略をとる企業の比率は，昭和33年の26．3％から昭和48年には16．9％に滅少Lてい
　　るのに対し，本来の事業活動の関連事業および本来の事業活動とは異なる事業へと
　　多角化をはかった企業の比率ぱ，昭和33年の39．5％から昭和48年には46．6％へ増加
　　しているという（吉原英樹，佐久間昭光，伊丹敬之，加護野忠男「目企本業の多角
　　　　　　　　　　　第12表　対タト直接投資届出実績の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件，百万ドル）
　　　　■証券取得　、1　金銭貸付 支店設置・拡張 合　　計
年度 ■ ■件数 金額！　　『 件数i金額件数 金額 件数1金額，
昭和 ■
?「 ≡
26～5512，7991τ365r7．698116，958914 1，309■
23，949■36．497　　1
56 748 3，248■ 1．77315・57442 110
■ 2・5631＆932
57 765 3，375■ 1，742；4，18042 149 　　■2，549！　7，703
一 ■
86813，753＝58 ≡・，8・・ト192 38 200
　　■2．75418，145
59 828 4，595「 　　■1．63615，340 35 221 2，499r1O，155
5．96311，552「5，924 ■60 1，023 38 329・…1・岬・1・…1乳… 2，613i12，21761 49 566 3，196「22，320
累計≡・み・・O15・，…「・τ9771・1，3771，1582，884
■　　　　　l　　　　　l　　　　　■ 一
40，123－105，970　　□
（注）1．計数は許可・届出ぺ一ス。（金額欄の合計又は累計は端数調整のため合わないことがある。）
　　2．件数ば新規条件のみを計上。
　　3．外為法の改正により55年12月以降r不動産」は対外直接投資の範囲から除かれたため計上されていないo
　　　（合計には昭和26～55年度r不動産累計」2・538件・595百万ドルを含む。）
（出所）大蔵省r昭和61年度における対外及ぴ対内直接投費届出実籟」（昭和61年5月2昌日）
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　化戦略」日本経済新閨社，昭和56年，35－66頁）。
　　他方，企業の国際化を示すひとつの指標である「対外直接投資」は，第ユ2表にみ
　るよう1こ，昭和40年代半ぼから急速に拡大傾向を示し，とくに昭和59年度には100
　億ドルを突破L，この傾向はその後の円高進行で一層加速し，昭和61年度には対前
　年度比82．7％増と過去最高を記録している。
（2）　Michael　La丘erty　and　David　Cairns，F伽α肌加1”〃θ∫　Wo7〃　∫〃〃ηψ
　λ舳刎1Rψo〃∫1980，The　Financial　Times　Business　Information　Ltd．，
　1930，p．1垂7。なお，本調査書の詳細については，平松一夫「セグメソト刷財務報告
　の経済的イソパクト」産業経理，第41巻第10号，8－9頁，を参照されたい。
（3）商事法務編集部（編）「英文アニュアル・レポート作成要領例示（下）」資料版商事
　法務，N0．9（昭和59年12月号），28－30頁，秋山純一「英文アニュアル・レポート
　事例の分析」資料版商事法務，No－22（昭和61年1月号），49－51頁，秋山純一「英
　文アニュアル・レポート作成状況」商事法務，No．1066，176頁。’
（4）Michae1Le施rty　and　David　Caims，o久o”・，P・147・また，同様の調査を
　IntemationalAccountingBu11etin誌も行っており，日本のセグメソト会計は可
　と評価され，日本企業の作成するアニュアル・リポートの水準はまだ二流であると
　総合評価されているという（「目本経済新闇」昭和59年2月25日朝刊）
（5〕中閻報告の概要については，次の文献を参照されたい。新井清光「財務惰報の充
　実に関する中間報告」税経通信，第42巻第ユ号，33－37頁，同「『中間報告』作成ま
　での審議経過と報告要旨」企業会計，第39巻第1号，11－15頁。中島富雄他「『中
　間報告』の主要論点」（座談会）企業会計，第39巻第エ号，28－45頁。
（6）例えぱ，日本会計研究学会・スタディ・グルーブ（主査・末尾一秋関西学院大学
　名誉教授）「セグメント会計」第1年度中聞報告（1984年5月24目），第2年度中間
　報告（1985年6月15日），最終年度報告（1986年7月11日）参照。
　　なお，同スタディ・グループの上記報告書は，末尾一秋編薯「セグメント会計」
　同文館，昭和62年としてまとめられている。．
（7）例えば，日本証券アナリスト協会・デ4スクロージャー研究会「企業内容ディス
　クロージャについての証券アナリストの提言」日本証券アナリスト協会，昭和61年，
　参照。
（8）拙稿「わが国におけるセグメント情報の開示問題」企業会計，第39巻第1号，64
　－68頁。
＜g）FASB，DISCUSSION　MEMORANDUM：〃α伽伽ゐげ55醐θ∫〃1αま〃まo
　F加α刎〃Rψ07脇8∫07∫昭㈱〃50ヅα肋曲棚E〃伽加㈱，May22．1974，
　pp．61－75．Skousen，KT．，、“Chronicle　of　Events　Surrounding　the　Segment
　Reporting　Issue，”∫o〃舳1oグλρco舳〃施g　R2∫吻κ乃，Autu㎜n1970，pp．293＿
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　299、
⑩　FASB，DISCUSSION　MEMORANDUM，ψ．棚リpp．14＿16．
口］）　／〃∂．，pp．56＿57、
⑫　FASB，Statement　of　Financial　Accounting　Standards　（SFAS）　No．14；
　励伽〃c｛α1Rψo〆加g∫07S昭刎θ〃sげαB郷効28∫E抑舌2ゆ〃∫εs，Dec．1976，
　Par．59．
⑬　FASB，DISCUSSION　MEMORANUM，oψ一c狙，p．16。
（14　FASB，SFAS　No・14，oψ・‘狙，par・10・
⑮　1〃∂一，pars．91－98－FASB　DISCUSSION　MEMORANUM，ψ．o北，pp．16－18．
Φθ　1肋∂リ　Par．12and　par．91．
⑪カ　∫肋広，Par．92。
⑱1ろ狐
σ9　1ろ66．，Par．12。
⑳　　1励6．，Par■13・
偉つ　1〃五，Par，12。
⑳　行政管理庁行政管理局統計主幹「日本標準産業分類」行政管理庁，昭和59年，5
　頁。
㈲　例えば，松下電器産業株式会杜の場合，パッケージタイプのニアコソとウイソド
　タイブのニアコソを製造・販売している。両者とも同種または類似の製品系列に属
　し，機能的には区分されていないと思われるが，中分類によれば，前者は29一般機
　械器具製造業に，後者は30電気機械器具製造業に区分され，また小分類によれば，
　前者は298事務用・サービス用・民生機械機具製造業に，後者は302民生用電気機
　械製造業にという全く別のセグメソトに分類される不合理性がある。
　　童た，朝日麦酒株式会杜の場合，ビール（酒料）と三ツ矢サイダー・バヤリース
　オレソジ（飲料）を製造・販売している。これらは製品の内容，販売市場が異なり，
　したがって成長性，収益性，リスクを異にすると思われるが，中分類によれば，両
　者とも13飲料・飼料・たばこ製造業という同一のセグメソトに分類される不合理性
　がある。
㈱　FASB，SFAS　No．14，oク。c狐，par．34、
鶴　　1あ｛6．，　Par．15．
鯛乃〃，Par．18．
㈲〃肱，Par．20．
⑱　日本会計研究挙会・スタディ・グループ，前掲最終年度報告，14頁。
㈲　目本経済新闘，昭和62年1月3目朝刊参照。
e◎　日本経済新聞，昭和61年11月18日朝刊参照。
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（資料）
　　　　　　　　　　　　アンケートの概要
（1）調査の目的
　本調査の目的は，企業会計審議会第一部会小委員会中間報告の趣旨を踏まえ，今後，
同審議会においてセグメソト情報の開示に関する審議を進めていくために必要な基礎資
料を得ることにあるとされている。
（2）調査対象および選定方法
1　調査対象
　情報作成者側については，有価証券報告書提出会杜（国内会杜約3，000杜）のうち，
連結財務諸表提出会杜（1，208杜）を調査対象とL，また，情報利用老側については，
金融機関，保険会杜，証券会杜，投資顧問会杜，研究機関等有価証券報告書の利用老を
調査対象としている。
2　選定方法
　まず，情報作成着側については，昭和61年12月末現在の連結財務諸表提出会杜のなか
から，次の方法によって選定されてい私
　（i）資本金200億円以上の提出会杜については，全ての連結財務諸表提出会杜を抽
　　　出する（140杜）。
　（ii）資本金100億円以上200億円未満の連結財務諸表提出会杜にっいては，業種別
　　　（有価証券報告書提出会杜名簿上の分類，78業種）に分類し，それぞれの業種ご
　　　とに2杜に1杜の割合で無作為抽出する（79杜）。
　（iii）資本金100億円未満の会杜については，上記（口）と同じ方法で無作為抽出する
　　　（478杜）。
　次に，情報利用者側については，企業会計審議会より日本証券アナリスト協会に依頼
して，同協会の法人会員（金融機関，保険会杜，証券会杜，投資顧問会杜，研究機関等
376杜）の中から当該法人の規模等を勘案した一定の基準により232杜が選定されてい
る。
（3）調査の実施およぴ実施時期
1　実施方法
　企業会計審議会が，上記（2）の2により選定した調査対象法人929杜に対Lて，rセグ
メソト情報に関するアンケート調査票」を郵送し，回答用紙へ自計記入の上，返送させ
る方法により調査を実施するとされている。なお，本調査終了後，必要に応1二てヒアリ
ソグ等の方法によって調査内蓉の補充も行うことになっている。
13？4
セグメソト会計の現状と課題 271
2　実施時期
（i）調査票の発送目　　　昭和62年6月30目
（五）調査票の回蚊期隈　　昭和62年7月31日
（4）調査内容
　情報作成者側および情報利用老側に対して，おおむね，次のような実態調査および意
識調査が行われている。
1　僑報作成者側に対する調査（32問）
　A　実態調査（21問）
　　（i）経営の多角化状況について（8問）
　　　イ　多角化状況調査の前提として，証券取引法適用連結子会杜の状況を把握する
　　　　ために，連結子会杜数ならびに当該連結子会杜のうちの証券取引法適用会杜の
　　　　数および当該子会杜の連結売上高に対する割合等
　　　口　経営の多角化状況を把握するため
　　　　（・）個別財務諸表および違結財務諸表べ一スの両面から，事業活動の内容を
　　　　　「目本標準産業分類」（大，中分類）により区分した場合の事業区分数，
　　　　（b）連緒売上高に対する在外連結子会杜の売上高合計の割合，
　　　　（・）事業活動の内容を在外子会杜の所在地域別に区分した場合の区分数，
　　　　（d）上記（・）および（b）の区分ごとの連結売上高に占める割合の分布状況，
　　　　についての調査
　　　ハ　連結売上高に対する輸出売上高が占める割合についての分布状況についての
　　　　調査
　　（ii）内部管理の状況について（8問）
　　　イ　内部管理の状況を把握するために，
　　　　（・）事業活動別（事業の種類別，親会杜および子会杜の所在地域別または市場
　　　　　別）のセグメソテーツヨソにより，売上高および営業損益等の損益状況を把
　　　　　握しているカ㍉把握しているとすれぱ，どのようなべ一ス（個別財務諸表か
　一　　連結財務諸表か）で把握しているか，
　　　　（b）上記（・）で事業活動別のセグメソテーシ昌ンを行っていると回答した会杜は，
　　　　　製品別，製品系列別，親会杜および子会杜の所在地域別等のいずれによって
　　　　　行っているか，また損益情報としてどのような数値を把握しているか，
　　　　（・）事業活動別の損益情報の把握は，事業単位（事業部，支店，営業所等）別
　　　　　にも行っているか，行っている場合には，どのようた事業単位に基づいてい
　　　　　るか，
　　　　についての調査。
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　　　口　連結子会杜の内部管理の状況を把握するための調査。
　　ハ　有価証券報告書の「営業の状況」中「販売実績」に記載されている製品（商
　　　晶）の品目別販売実績の記載区分についての調査。
　（iii）外国向げセグメソト情報の開示状況等について（5問）
　　イ　外国に提出している財務書類においてセグメソト情報を開示Lているか否か
　　　にっいての調査
　　　ロ　セグメソト情報を開示している場合の当該開示情報の種類および具体的内容
　　　についての調査。
　　ハ　外国企業が海外で開示しているセグメソト情報に関する利用状況および利用
　　　項目についての調査。
B　意識調査（11問）
　　連結財務諸表べ一スでのセグメソト情報開示の制度化を前提にして，制度化する
　　ことにLた場合に，開示すべきセグメソト情報の種類および具体的内容，セグメソ
　テーシ目ンの基準，重要性の判断基準等についての調査。
2　情報利用者側に対する調査（20問）
C　実態調査（6問）
　（i）　セグメント1青報の利用状況について，利用の程度，情報の入手方法，利用し
　　　ている情報のべ一ス（個別財務諸表か連結財務諸表か），利用している情報の
　　　種類および内容等についての調査。
　（ii）入手したセグメソト情報の利用目的についての調査。
D　意議調査（14問）
　連結財務諸表べ一スでのセグメソト情報開示の制度化を前提にして，
　（i）セグメソト清報の有用性およびこれらの理由，
　（ii）制度化する場合のセグメソト清報の種類および開示内容，
　（iii）利用考が必要最低隈有用と考えるセグメソトの分類基準
　（iV）重要性の判断基準，
　等についての調査。
〈付記〉　本稿をまとめるにあたり，大蔵省証券局企業財務課企画係長・兼田克幸氏か
ら資料の提僕等のご協力をいただいた。ここに記して深く感謝申し上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和62年9月18日稿）
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